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は じ め に   

－ 私立大学の比重と存在意義 －

私学高等教育研究所では私立大学に重点を置いた高等教育の諸課題に関する調査研究を

実施しています。このたび、日本の高等教育の中で大きな比重を占めている私立大学の役割

と課題を認識するために、幾つかの評価指標を取り上げて、その特徴をグラフや表を添付し

て分かり易く説明した冊子を「私立大学ファクトブック 2024」としてまとめました。 

本資料は、一般に公表されている各種の情報資料を、当研究所の職員と研究協力者の協

力により整理して、それぞれに簡潔なコメントをつけたものです。これらによって、私立大

学が果たしている社会的な存在意義を認識していただければ幸いです。

第一部では、私立大学の現状と国公私の比較を主として、学校数、入学定員充足状況、

補助金、施設の耐震状況、国際交流、就職状況等をピックアップしています。第二部では、

職業分野ごとの人材供給について私立大学卒業生が占める国家試験等の合格者数等の割合

に注目してまとめました。また、第三部として私立大学の収入・支出構成の推移を当研究所

研究員で桜美林大学大学院教授の浦田広朗氏に執筆いただきました。

少子化の進行と首都圏への人口集中により、私立大学は厳しい状況に置かれていますが、

私立大学の存在が日本の社会の発展に不可欠な役割を有していることを認識していただく

とともに、一層の充実に向けたご支援を賜わりますようにお願申し上げます。

なお、本資料中でご意見や誤り等があれば、遠慮なく研究所までご連絡ください。

2024 年 3 月 

  日本私立大学協会附置 私学高等教育研究所

  主幹 西井 泰彦
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Ⅱ 私立大学の職業分野ごとの採用状況 

○データの区分

データは、各省庁が公表している国家試験の結果や各種出版物の就職情報などを使用し

た。ここでは、23 の職業を 8 種に分類し、その職業の採用者数や国家試験の合格者数につ

いて国立大学、公立大学、私立大学別にグラフなどを用いてわかりやすく示している。職

業と分類は次表のとおりである。

分類 職業等 分類 職業等 

[1] 1 法務 司法試験 [5] 14 栄養 管理栄養士 

[2] 2 財務 公認会計士 [6] 15 社会 

福祉 

社会福祉士 

[3] 3

教員 

保育士 16 精神保健福祉士 

4 幼稚園教員 [7] 17 

医療 

医師 

5 小学校教員 18 歯科医師 

6 中学校教員 19 薬剤師 

7 高等学校教員 20 看護師 

8 特別支援学校教員 21 保健師 

[4] 9

公務員 

警察官 [8] 22 
技術 

一級建築士 

10 消防士 23 技術士 

11 自衛官 

12 国家公務員総合職 

13 外務省専門職 

○私立大学の役割

以上のデータから、特に次のことが指摘できる。

日本社会の専門職業人の養成においては、私立大学出身者が大半を占めている業界が多

く、私立大学の比重が非常に大きい。

特に、医療保健分野の人材は私立大学出身者が多く、私立大学は積極的に社会の要請に

応じている。また、教育分野、特に保育士や幼稚園教員などの分野に人材を多く輩出して

いる。

この冊子で示されているように、私立大学が育成した人材が様々な分野で活躍し、日本

社会の発展に寄与している。

注：短期大学・専門学校を除いた割合である。 
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Ⅲ 私立大学の収入・支出構成の推移 

浦田 広朗（桜美林大学大学院 教授/私学高等教育研究所 研究員） 

1．私立大学の収入構成の推移

私立大学収入構成の推移（1970～2022 年） 学生 1 人当たり学納金・補助金（1970～2022 年） 
出典：日本私立学校振興・共済事業団（各年度版）『今日の私学財政』 

【学生納付金比率は横ばい】

〇学生納付金が私立大学の資金収入全体に占める比率は、1970～80年代は 50～60％台であったが、経常費補助

金がピークを越えた 1980 年代に入って上昇を続け、2003 年には 76.2％に達する。その後 3 年ほど下降が続いた

が、再び僅かずつ上昇し、2018 年度には 77.3％。その後もこの水準が続いている。 

【補助金比率は 8%台に】 
〇資金収入全体に占める補助金の比率は、1979年の 20.2％が最大で、その後減少し、2005年には 10％を下回る。

一時的に 10％を上回った年（2009 年、2013 年）もあるが、2019 年には 8.7％まで低下した。2020 年以降の 3 年は

10％を上回っているが、これは高等教育の修学支援新制度による授業料等減免費交付金が含まれているためで

ある。これを除くと、資金収入に占める補助金の比率は 8％台で、2019 年と同じ水準である。 

【「その他」では寄付金や借入金が減少】

〇「その他」に含まれるものとして、50 年前の 1972 年には寄付金、借入金がそれぞれ資金収入全体の 12.0％、

11.7％を占めていたが、その後これらの比率は低下した。2022 年は資産売却収入、雑収入、事業収入が、それぞ

れ資金収入全体の 3.1％、2.7％、3.0％となっており、寄付金や借入金の比率を上回っている。 

【まとめ】

〇資金収入に占める学生納付金の大きさは、それだけ学生・家計負担が重くなっていることを意味する。学生 1 人当

たり学納金は、1970 年から 2010 年まで一貫して上昇した。しかし、2011 年は低下するなど、その後の上昇は抑え

られている。 

〇2022 年の学生１人当たり納付金は 135.9 万円であるが、2020 年基準の消費者物価指数によって実質化すると

131.7 万円となり、2007 年と程度である。さらに修学支援新制度による授業料等減免を考慮すると実質 126.9 万円

となり、2002 年と同程度である。 
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2．私立大学の支出構成の推移 

私立大学支出構成の変化（1971～2022 年）      学生 1 人当たり人件費・教育研究経費（1971～2022 年） 
出典：日本私立学校振興・共済事業団（各年度版）『今日の私学財政』 

【人件費比率は 50%台前半に抑制】 
〇私立大学の資金支出の中で最大の比率を占めているのは人件費であるが、最も高い比率を示した 2000 年でも

54.5％であり、50％台前半の水準に抑えられている。 

【教育研究費は上昇傾向】
〇資金支出に占める比率が上昇しているのは教育研究経費である。1990 年代後半には施設設備費を上回るように

なっており、2022 年には 29.4％に達した。 

【まとめ】
〇学生 1 人当たりでみると、人件費・教育研究経費ともに増加している。それだけ、教育・研究の人的条件・物的条

件が改善されてきたといえる。ただし、教育研究経費には 2020 年に始まった修学支援新制度による授業料等減免

が奨学費支出として含まれている。授業料等減免分を除くと、2020 年と 2021 年の学生 1 人当たり教育研究経費

は、2019 年よりも少なかったことになる。 

3．私立大学の施設 

【1 人当たり建物面積は着実に増加】 
〇教育条件の一つである学生1人当たり建物 

面積をみると、2022 年の私立大学は、国立大

学の53％、公立大学の59％であるが、この50

年間に着実に増加してきた。私立大学の建物

等の財務的裏づけである学生 1人当たり基本

金額も増加を続けている。 

学生 1 人当たり建物面積と基本金（1970～2022 年） 
出典：文部科学省（各年）「学校基本調査」、日本私立学校振興・共済事業団（各年度版）『今日の私学財政』 
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